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今後のスケジュール（案） 令和７年度 本格研究（公募・審査の手順）

① 令和７年度 本格研究の公募                                  （１０月１日～１１月１１日）① 令和７年度 本格研究の公募                                  （１０月１日～１１月１１日）

④ 令和７年度 本格研究の新規研究採択時評価 （新道路技術会議）           （～３月上旬頃）④ 令和７年度 本格研究の新規研究採択時評価 （新道路技術会議）           （～３月上旬頃）

② 一次審査の実施                                                                                  （～１１月下旬）② 一次審査の実施                                                                                  （～１１月下旬）

③ 各分科会（ソフト／ハード）によるヒアリング審査の実施                              （１２月中下旬頃）③ 各分科会（ソフト／ハード）によるヒアリング審査の実施                              （１２月中下旬頃）

⑤ 審議結果の通知及び公表  （会議開催後）⑤ 審議結果の通知及び公表  （会議開催後）

ヒアリング審査の結果を踏まえ、合議により令和７年度新規研究採択を審議・決定。

• 結果を問わず、研究代表者に書面にて事務局から通知

• 道路局ホームページ等において、採択された研究（研究テーマ名と応募時の研究概要等）を公表

• 分科会（ソフト／ハード）毎にヒアリング審査を開催 （１課題あたりの時間は、説明１０分、質疑１０分。 ３～４時間程度）
• 説明・質疑応答を踏まえ、分科会毎に合議により各公募案件の順位付けを行う。

• 国交省担当行政官・担当研究官が、評価基準（必要性、有効性、妥当性）に基づき、評価を実施
• 委員からの推薦案件の確認。
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①書類の事前査読（書面による評価）                                                         （～１月中旬頃）

• 事前査読を実施（事前査読結果の提出は任意）
• 委員からの質問・コメントがある場合は、研究代表者へ事前に連絡。

②研究評価会の開催（ヒアリングによる評価）                                         （１月下旬～２月上旬頃）

• 分科会毎に研究評価会を開催（１課題あたりの時間は、報告１０分、質疑１０分。 ４～５時間程度）
• 報告・質疑を踏まえ、分科会各委員は各課題の中間評価シートを作成。
• 各委員からの中間評価シートを基に、中間評価（案）を作成するための審議を実施。

③中間評価（案）の作成                                                   （～２月下旬頃）

研究評価会後、分科会長は中間評価（案）を作成。

④中間評価の決定                                         （～３月上旬頃）

⑤中間評価結果の通知及び公表                                         （会議開催後）
• 研究代表者に書面にて通知

• 道路局ホームページ等において、研究状況報告書、研究概要と併せて公表

新道路技術会議において中間評価（案）を審議し、合議により中間評価を決定。

研究状況報告書の作成   （～１２月１３日）

今後のスケジュール（案） 令和６年度 中間評価の手順
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道路行政の技術開発ニーズを公表

新技術導入促進計画に位置づけ
（道路技術懇談会で決定）

⚫ 導入促進機関で検証･検討
⚫ 必要に応じ現場で実証実験等を実施

社会実装を促進、普及

⚫ 道路管理者（各地方整備局等）から
幅広く技術開発ニーズを聴取

他の検討会等での
議論や実証実験等

⚫ 入札契約手続による義務付け・誘導
（入札説明書への記載、総合評価等）
⚫ データベース環境構築

➢「道路行政の技術開発ニーズ一覧」は、各地方整備局等の技術開発ニーズを取りまとめたもの 

（全205件 令和6年10月時点）

➢今後の道路技術の研究開発は、本ニーズに基づき以下のフローで現場実装を目指す

➢各ニーズには、単独ではなく、複数のニーズを組み合わせた技術開発を期待されるものも含まれる

➢各ニーズの担当の連絡先を明示し、技術開発相談等に応じる

地公体で
活用されて
いる新技術

新道路技術会議やSIP、SBIR等を活用した研究開発

【既
に
技
術
開
発

さ
れ
て
い
る
も
の
】

【研究開発が
必要なもの】
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道路の技術開発・新技術導入のフロー

⚫ 性能カタログへの掲載
⚫ ガイドラインやマニュアルの作成
⚫ 技術基準類への反映

AsOf20241022



道路行政の技術開発ニーズ

URL：https://www.mlit.go.jp/road/tech/donyu/index.html

国土交通省ホームページ
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道路行政の技術開発ニーズ＿一覧（抜粋）

No.

ハ
ード
ソフ
ト

分野
分類

-1
分類

-2
項目名 求める内容 対応する技術

※
早期開
発を求
める
ニーズ

担当課
室

備考

HDs2 ハード
防災・減災が主
流となる社会の

実現
3_土工 点検

土砂崩落等を自動検知
が可能となる技術

盛土や切土区間で土砂崩落が発生した場合、周辺交通に甚大な影響を
与えるが、事前の兆候が無ければ観測等を行うことも困難であり、突発的
に発生する事象への対応が困難である。本ニーズでは、土砂崩落を自動
的に検知する機器の開発を求めるものである。

●
国道・技術課
技術企画G

・SIP第3期
課題
・SBIR

フェーズ3基
金事業

HDs4 ハード
防災・減災が主
流となる社会の

実現
1_橋梁 点検

道路橋の震後点検で支
承部を効率的に点検す
る技術

大規模地震発生後は迅速に橋梁の状態を確認し、通行可否を判断する
必要がある。特に支承部等は目視点検のためのアクセスが困難な場合
があり、点検に時間を要することが課題である。本ニーズでは、地震後、
近接目視のできない条件下において、遠隔から通行可否を判断するため
の画像計測技術やUAV等の技術開発を求めるものである。

【UAV 画像計測】
【変位 計測・モニタ
リング】

●
国道・技術課
技術企画G

BR010003 BR030026

BR010009 BR030003
BR010015 BR030052
BR010030 BR030046
BR010057 BR030053
BR010060

【ポール・三脚型 画
像計測】

BR010019

BR010022

BR010043

BR010044

BR010048

HDs5 ハード
防災・減災が主
流となる社会の

実現
9_維持管理 点検 日常的な道路監視

大規模地震が発生した際などは、道路の被害状況を迅速に把握する必
要がある。本ニーズでは、日常的に道路を監視※すると共に、大規模地
震等発生時/直後に従前との差分を解析することで道路の被害状況を把
握する技術を求めるものである。加えて、把握した道路の被災状況から、
概ねの復旧工法やその概算費用を算出する技術も求める
※衛星やセンサーの活用が考えられる

【変位 計測・モニタ
リング】

●
環境安全・防
災課 道路防
災対策室

・SIP第3期
課題

BR030046

BR030053
【応力 計測・モニタ
リング】

BR030051

SE1 ソフト
経済の好循環
を支える基盤整

備

10_道路交通
マネジメント

ＤＸ
交差点の進行方向別
交通量を自動で計測す
る技術

単路部断面交通量の計測にあたっては、自動観測技術等の活用が進ん
でいるが、交差点の方向別交通量については、現地での実測調査を行っ
ている現状がある。交差点設計を実施する際には、交差点方向別交通量
の把握が必要となる。本ニーズでは、交差点方向別交通量についても、

AIによる画像解析等を活用して自動観測技術の開発を求めるものである。

●
企画課 道路
経済調査室

SDx1 ソフト
インフラ分野の

DX

10_道路交通
マネジメント

ＤＸ
ETC2.0とAIを活用した
交通マネジメントサービ
ス

現在、道路に関しては様々なビッグデータ等の情報が存在するが、それを
複合的に集約して予測・提供するまでには至っていない。本ニーズでは、

ETC2.0の経路情報、トラカンの交通量データ、気象データ、通行止め情
報、河川の水位情報などを集約し、過去の災害教師データも含めてAI等
で解析することにより、リアルタイムな道路状況予測（冠水、崩壊、凍結）、
渋滞予測及び最適な迂回ルート案を提案する技術の開発を求めるもので
ある。

●
企画課 道路
経済調査室

SDs15 ソフト
防災・減災が主
流となる社会の

実現
_8_災害対応 ＤＸ

大規模災害時における
被災状況収集・整理の
自動化技術

大規模災害時に空撮（ドローンなど）により撮影した点群データや写真情
報の位置情報をもとに被災箇所や被災規模を地図情報へ自動反映する
技術開発により、広域的な被災状況が速やかに整理でき、その後の道路
啓開や応急対策の迅速化が図られるものと考える。 ●

環境安全・防
災課 道路防
災対策室

国道・技術課
道路メンテナ
ンス企画室
国道・技術課
技術企画G

※（●）は、国土交通省地方整備局等の道路管理者へアンケート調査を実施し、早期開発を求めるニーズとして回答があったもの

道路行政の技術開発ニーズ一覧（国交省HPより抜粋） （令和６年１０月時点 全２０５件）
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https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010003.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030026.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010009.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030003.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010015.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030052.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010030.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030046.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010057.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030053.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010060.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010019.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010022.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010043.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010044.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR010048.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030046.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030053.pdf
https://www.mlit.go.jp/road/sisaku/inspection-support/pdf/c/BR030051.pdf


番
号

重
点
分
野

期
間

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準等

導入促進
機関① ② ③

新
規
１

③
R6
|

R8

アスファルトの代
替舗装材料技術

将来的にも安定的に供給可能な
舗装材料を確保したい

全国
約122万km

アスファルト舗
装と同程度以
上の耐久性を
有する

従来のアス
ファルト混合物
に比べCO2排
出量が同程度
以下

従来と比較し
て再生利用の
観点において
同等以上

舗装設計施工指
針

（一財）国土技術
研究センター

新
規
２

③
R6
|

R8

予防保全型への
転換に向けた舗
装延命技術

①舗装工事のLCC抑制
②修繕や打ち換えの各段階に
おいて、長寿命化が見込まれ
る技術

全国
約122万km

従来技術に比
べて長寿命化
（延命化）の効
果が大きい

従来の修繕・
打ち換えと同
程度の時間で
施工・交通解
放が可能

従来と比較し
てLCCが削減

舗装設計施工指
針
舗装施工便覧

（一財）国土技術
研究センター

新
規
３

①
R6
|

R8

EV普及に向けた
給電インフラに
関する技術

〇道路交通のカーボンニュート
ラルに資する技術

〇道路交通・道路管理への影響
が少ない技術

〇周辺環境への影響（健康影響
含む）が無い技術

全国
約122万km

舗装の維持管
理に対する影
響が少ない技
術

設置工事、運
用時における
道路交通への
影響が少ない
技術

周辺環境に
対する影響
（健康影響
含む）が無
い技術

舗装の構造に関
する技術基準
等

（一財）国土技術
研究センター

令和６年度 新技術導入促進計画
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重点分野

① 斬新なアイデアの取り込みや道路の周辺にある技術分野との連携による
道路の多機能化・高性能化

② ＩＣＴ技術を積極的に活用し業務プロセスを改善
③ 性能規定化及び性能を確認する手法の明示により新材料・新工法の実証を推進

※１ 参考までに提示しているものであり、必ずしも対象規模の全てに導入するものではな
い

※２ コストの制約の中で新たなニーズに対応するために、リクワイヤメントの視点を全て満
たした上で、トレードオフとなる部分（例えば装置等の寿命や精度、外観、使用性等）に
ついての提案も積極的に取り入れて検討を進める。

【参考】



番
号

重
点
分
野

期
間

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準等

導入促進
機関① ② ③

継
続
１

②
R4
|

R6

トンネル発破作
業における自動
化・遠隔化技術

①切羽に近づかない爆薬装填
②人力によらない結線作業
③発破作業時の安全性確保と
労力の低減

約40工事/年
(直轄工事）

切羽から人が
離れた状態で
の爆薬装填技
術

結線作業の遠
隔化・不要化
する技術

不発の確認・
防止、機械化
による省人化
に資する技術

ガイドライン（案）
の策定

（一社）日本建設
機械施工協会

継
続
２

②
R4
|

R6

舗装工事の品質
管理を高度化す
る技術

①砂置換・コア採取に代わる品
質管理手法
②舗装時の温度測定をリアルタ
イムで把握
③ICT技術の導入による品質の
向上

約500工事/年
(直轄工事）

施工時の計測
データにより密
度管理を実施

舗装時の温度
が110°以上
あることを自動
で計測

面的管理手
法による品質
の向上

土木工事共通仕
様書 等

（一社）日本建設
機械施工協会

継
続
３

②
R4
|

R6

ICT・AIを活用し
た道路巡視の効
率化・高度化技
術

①目視に代わり車載カメラやセ
ンサーにより道路の変状を効率
的に把握
②路面の劣化や道路付属物等
の変状を定期的・定量的に把握
③一般車両から得られるデータ
も活用し、効率的に維持管理に
必要な道路状況を把握

全国
約122万km

目視によらず
路面の劣化や
道路付属物等
の変状を把握

道路巡視で収
集した画像
データ等から
変状を自動で
抽出

道路パトロー
ル車両に搭
載可能又は
道路パトロー
ル車両以外
によりデータ
収集可能で、
低コスト

舗装点検要領
点検支援技術性
能カタログ

（一財）国土技
術研究センター

継
続
４

③
R4
|

R6

路面太陽光発電
技術

①2050年カーボンニュートラル
に向け、再生可能エネルギー
の導入促進

②道路管理用電力への活用

全国
約122万km

交通荷重や
災害に対す
る耐久性

道路施設へ
の発電効率

低コストで
容易な施工
および維持
管理

舗装の構造に
関する技術基
準

（一財）国土技
術研究センター

令和６年度 新技術導入促進計画
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【参考】



番
号

重
点
分
野

期
間

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準等

導入促進
機関① ② ③

継
続
５

②
R5
|

R7

橋梁の点検支援
技術

①点検実務の省力化
②点検の質の確保・向上
③点検コストの低減

約72万橋

見えない又は
見えにくい部
材等の状態を
より詳しく把握
できる

構造物の残存
強度を推定し、
診断の定量化
が可能

従来の近接
目視や監視
に比べて安価

道路橋定期点検
要領
点検支援技術性
能カタログ

（一財）橋梁調査
会

継
続
６

②
R5
|

R7

トンネルの点検
支援技術

約1.1万箇所

健全性の診断
のための情報
を定量的に把
握できる

構造物の残存
耐力等を推定
し、診断の定
量化が可能

道路トンネル定
期点検要領
点検支援技術性
能カタログ

（一社）日本建設
機械施工協会

継
続
７

③
R5
|

R7

広域において安
定供給可能なア
スファルト舗装
技術

①遠いプラントからもアスファル
ト混合物を調達して舗装でき
る

②従来と同等以上の耐久性の
確保

③舗装のLCC抑制、再生利用が
可能

全国
約122万km

従来よりも広
域への運搬
（1.5時間以上）
が可能なアス
ファルト混合物

従来と同程度
以上の耐久性
を有する

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の
観点において
同等以上

舗装の構造に関
する技術基準

（一財）国土技術
研究センター

継
続
８

③
R5
|

R7

超重交通に対応
する長寿命舗装
技術

①国際コンテナ交通に対応した
舗装技術の開発

②補修時の通行規制時間を短く
できる

③舗装のLCC抑制、再生利用が
可能

約35,000km
(重要物流道
路（H31.4.1指
定））

44t国際コンテ
ナ車両連行に
対応した耐久
性を有する

従来よりも少
ない時間で施
工・交通解放
が可能

従来と比較し
てLCCおよび
再生利用の
観点において
同等以上

舗装の構造に関
する技術基準

（一財）国土技術
研究センター

令和６年度 新技術導入促進計画
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番
号

重
点
分
野

期
間

技術名 ニーズ
対象規模
（※１）

リクワイヤメントの視点（※２） 改定・策定
予定の技術
基準等

導入促進
機関① ② ③

継
続
９

②
R5
|

R7

土工構造物点検
及び防災点検の
効率化技術

①近接目視等によらない長大法
面・斜面の点検

②災害要因や安定度等の適切
な判読など点検の質の向上

③点検時（現場作業や記録時）
の安全性確保と労力の軽減

特定土工点検
17,000か所
（直轄管理）

近接目視によ
らず土工構造
物の変状の有
無等を確認で
きる

土工構造物の
経過観察箇所、
防災点検の要
対策箇所やカ
ルテ箇所にお
いて、従来と
同程度以上の
精度で定期的
な確認ができ
る

従来よりも現
場作業及び
記録管理で
省力化（低コ
スト化）できる

道路土工構造物
点検要領
防災点検要領
点検支援技術性
能カタログ

（一財）土木研究
センター

現地確認や地
形判読によら
ず、点検対象
区間の選定や
安定度の確認
ができる

継
続
1
0

①
R5
|

R7

道路構造物の計
測・モニタリング
技術

①地震発生時などに車両が通
行できるか否かなどを把握

②構造物の耐荷力不足の兆候
や異常などを検知

全国
約122万km

低コストで、
設置・計測が

簡易

計測する機器
など自体のメ
ンテナンスが
不要もしくは簡
易

交通荷重や
災害、自然環
境に対する耐
久性

ガイドライン（案）
の作成

（一財）橋梁調査
会

令和６年度 新技術導入促進計画
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新技術の活用＿点検支援技術性能カタログ

○点検支援技術性能カタログは、国が定めた標準項目に対する性能値を開発者に求め、開発者から
提出されたものをカタログ形式でとりまとめたもの。 （２０２４年４月現在、３２１技術を掲載）

○国及び地方公共団体の道路施設の定期点検において、積極的に活用を促進。

画像計測

・橋梁  ：72(12)技術
・トンネル ：38(6)技術
・土工     ：  8(1)技術

・橋梁  ：42(12)技術
・トンネル ：25(4)技術
・土工  ： 3 (3)技術

・橋梁  ：61(9)技術
・トンネル：18(4)技術

非破壊検査

計測・モニタリング

・4(1)技術

＜主な掲載技術＞

データ収集・通信

ﾄﾞﾛｰﾝによる損傷把握 ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾝによる変状把握

AEｾﾝｻを利用した
PCｸﾞﾗｳﾄ充填把握

光ﾌｧｲﾊﾞｰｾﾝｻｰよる
橋梁モニタリング

レーダーを利用した
トンネル覆工の変状把握

トンネル内附属物の
異常監視センサー

センサー

トンネル
照明

（（H３１．２ ～） （Ｒ５．１１ ～）【橋梁・トンネル】 【土工】

ひび割れ率・わだち掘れ量・IRI

【 舗 装 】

AIによる自動判定

・30(11)技術

スマートフォンによる路面性状測定

（Ｒ４．９ ～）

・20(15)技術

ポットホール・区画線の摩耗・建築限界の超過・標識隠し

ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞｰによる
区画線の摩耗判定

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝによるﾎﾟｯﾄﾎｰﾙ検知

□：ポット

ホールを検知

【 道 路 巡 視 】 （Ｒ５．３ ～）

MMS※1を活用した
斜面・のり面点検

衛星SAR等を活用した
道路土工点検及び防災点検※2

※1 MMS(モービルマッピングシステム)
※2 国土地理院ウェブサイトより出典※（）内はR6.4に新たに追加された技術数
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○ 道路施設の定期点検は３巡目に入り、道路管理者毎に様々な仕様で膨大な点検・診断のデータが蓄積
○ その様なデータを一元的に活用できる環境を構築：全国道路施設点検データベース
○ 全国道路施設点検データベースは、基礎的なデータを格納する基礎DB及び道路施設毎のより詳細なデータを

格納するデータベース群（詳細DB）で構成
○ 基礎DBはR4.5月に、詳細DBはR4.7月に公開開始：webブラウザからの閲覧等が可能。加えてAPI

（Application Programming Interface）を公開

• 上下部構造形式/使用材料
• 径間数、支間長
• 適用示方書
• 部材毎の損傷の有無、種類、
程度 等

基礎DB

• 位置（緯度・経度）
• 路線名
• 管理者名

• 完成年度
• 点検実施年度
• 判定区分 等

道路橋DB

• 横断歩道橋の昇降形式
• 標識・照明の支柱形式
• 変状のある部材
• 変状の種類
• 部材単位の評価結果 等

附属物DB

• 落石荷重（シェッド）
• 内空幅・高さ（カルバート）
• のり高・小段（土工構造物）
• 変状のある部材
• 変状の種類 等

土工DB

• トンネルの施工法
• トンネル等級
• 土かぶり
• 変状・異常個所数（漏水、外
力、劣化） 等

トンネルDB

• 舗装の種別・構成
• 健全性診断区分
• 点検結果（ひび割れ、IRI等）
• 措置の履歴 等

舗装DB

令和4年5月
公開

全国道路施設点検データベース全国道路施設点検データベース

令和4年7月
公開

利用者登録等はこちらから→https://road-structures-db.mlit.go.jp/

無料無料

有料有料

全国道路施設点検データベースの概要

(73万橋(国管理3.8万橋)) (横断歩道橋1.2万橋(国管理0.2万橋)等) (大型カルバート0.8万施設(国管理0.25万施設)等)

(1.1万本(国管理0.2万本)) (国管理4.6万ｋｍ※1))
※数字は全て概数
※1：上下線別の数字
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全国道路施設点検データベース～損傷マップ～の画面

※表示されている対策状況は、あくまでもイメージであり実際のデータとは異なります。

施設・管理者ごとの表示や、
対策状況・判定区分で色分け表示が可能

平成27年度全国道路・街路交通情勢調査の
重ね合わせ・区間属性の表示が可能

アイコンをクリックで
諸元・点検データ等の表示が可能

○ 公開した全国の道路施設の諸元、点検結果等のデータは「全国道路施設点検データベース～損傷マップ～」から閲覧可能
https://road-structures-map.mlit.go.jp/
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様式(その６) 健全性の診断に関する所見の例

様式(その10)損傷写真とコメント例
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全国道路施設点検データベース＿活用場面：詳細点検・診断確認

【参考】



◼ 関東地方整備局では、点検DBの公開用APIを活用し、地図画面上で道路構造物の情報を閲覧するアプリを開発中。各道路構造物の位置・
諸元（台帳・カルテ）・点検データの参照・検索や、集計・グラフ化、損傷写真の検索、DRMとの連携等が可能。

◼ これまでに、基礎情報は道路橋・トンネル等の全ての基礎データベース、詳細情報は道路橋データベースとのデータ連携を実現し、試行環境で
稼働中。今後、関係する全ての職員が利用できる方法を検討。

施設の位置情報施設の位置情報

施設概要
クイックカード
施設概要
クイックカード

関東地整の開発アプリのイメージ

道路ネットワーク表示
(DRM連携
道路ネットワーク表示
(DRM連携

各種自動集計各種自動集計

橋梁台帳

カルテ台
帳

点検調書

77条調
査

健全度・措置状況・
点検年度で色分け
健全度・措置状況・
点検年度で色分け

基礎
情報
DB

公開用
API

公開用
API

道路橋
DB 各種調書各種調書

公開用
API

損傷写真検索損傷写真検索

全
国
道
路
施
設
点
検
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

点検調書のその３・6・10の
損傷写真等を検索。
例えば、「所見欄」に「鉄筋露出」と
いう文字列の記録を含む全ての
施設の損傷写真を検索が可能

点検調書のその３・6・10の
損傷写真等を検索。
例えば、「所見欄」に「鉄筋露出」と
いう文字列の記録を含む全ての
施設の損傷写真を検索が可能
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全国道路施設点検データベース＿活用事例（アプリ開発）
【参考】
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